
 

○遊佐町中小企業技術者養成研修補助制度要綱 

平成１３年３月２７日 

告示第３４号 

遊佐町中小企業技術者養成研修補助制度要綱（平成３年３月２５日告示第１８

号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、遊佐町に本社及び支社を有する中小企業の技術力の向上を図

るため、中小企業者が、研修会を開催し又は従業員を研修に参加させる場合に交

付する補助金に関し、遊佐町補助金の交付に関する規則（昭和４４年規則第７

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

（平２０告示８０・平２６告示１１・令３告示１４５・一部改正） 

（補助対象者） 

第２条 補助対象となる者は、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２

条第１項に定める中小企業者のうち製造業、建設業及び運輸業とする。 

（令３告示１４５・一部改正） 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象とする事業は、次の各号に該当する事項とする。 

（１） 業務上必要な資格の取得 

（２） 業務上必要な技術の研修への参加及び研修会の開催 

（３） その他技術向上等を図るために町長が適当と認めた研修 

（補助金） 

第４条 前条各号の事業に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。 

２ 補助金の額は、研修に参加する場合は受講料、教材費、交通費及び宿泊料の合

計額の２／３以内とする（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨

てるものとする。）。ただし、中小企業者１社につき年額３０万円を上限とす

る。 

３ 前項の交通費及び宿泊費は、一般職の職員等の旅費に関する条例（昭和４５年



 

条例第１４号）の適用を受ける職員の旅費の範囲内で実費とする。 

（平２２告示２１・令３告示１４５・一部改正） 

（研修計画及び認定） 

第５条 補助金の交付を申請する者は、あらかじめ中小企業技術者養成研修補助認

定申請書（様式第１号）に開催要項その他必要書類を添付の上、町長に提出し、

補助対象の認定を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の書類の提出があつたときは、その内容を審査し、中小企業技術

者養成研修補助認定書（様式第２号）により、その決定の内容を申請者に通知す

るものとする。 

３ 前項に規定する内容の審査については、事業担当課において審査することと

し、第３条各号に規定する事項への該当の可否の判断が困難な場合に限り、認定

審査会において審査するものとする。 

４ 前項に規定する認定審査会の構成員は、産業課長、商工振興担当係長及び商工

会担当者とする。 

（平２６告示１１・全改） 

（実績報告） 

第６条 資格の取得又は研修を終了した者は、規則で定める補助金等交付申請書及

び中小企業技術者養成研修実績報告書（様式第３号）並びにその旨を証する書面

を添付の上、町長に提出するものとする。 

（平２６告示１１・全改） 

（補助金の交付決定） 

第７条 町長は、前条に基づき実績報告書の提出を受けたときは、内容を精査の

上、補助金の交付を決定し、速やかに規則で定める補助金等交付指令書により、

その旨を申請者に通知するものとする。 

（平２４告示７３・平２６告示１１・一部改正） 

（決定の取消） 

第８条 町長は、申請者が、次の各号の一に該当する時は、補助金の全額又は一部

を返還させることができる。 



 

（１） この要綱に違反したとき。 

（２） 補助金の交付に関して付した条件に違反したとき。 

（３） 事業実施の方法が不適当と認められたとき。 

（平２６告示１１・一部改正） 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は別に定

める。 

附 則 

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月３０日告示第２７号） 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年９月２９日告示第８０号） 

この要綱は、公布の日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

附 則（平成２２年３月１９日告示第２１号） 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年５月１日告示第７３号） 

この要綱は、公布の日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則（平成２６年３月１日告示第１１号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年７月２８日告示第１４５号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年８月３０日告示第１５３号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に提出されている改正前の各要綱の規定に基づいて提出

されている様式（次項において「旧様式」という。）は、改正後の各要綱の規定

による様式とみなす。 



 

３ この要綱の施行の際現にある旧様式については、当分の間、所要事項を調整し

て使用することができる。 



 

 



 

 



 



 

 


